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発表内容

• 気候安全保障とは何か

• 歴史に見る気候と国家盛衰の相関

• 気候変動による自然現象に起因する紛争

• 気候変動対策に起因する紛争

• インド太平洋の気候安全保障リスク

• 気候安全保障リスクの回避策
発行元 日本経済新聞出版
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気候安全保障 議論の経緯

世 界
• 1990年代から「環境安全保障」の議論
（トロント大学、オスロー国際平和研究所、ウィルソン・センターなど）
• 2007年、英国が国連安保理で気候安全保障議論を提起
• 2008年、EU委からEU議会に初の報告書
• 2010年、米国国防政策見直し(QDR)で言及
• 2010年代、安保理、EU、学術界などで議論活発化
• 2020年、パリ協定運用開始
• 2021年1月、バイデン大統領「気候変動を安保外交の中心に」

日 本
• 2007年、環境省『気候安全保障に関する報告書』発表
• 2020年、国環研・防衛研『気候安全保障とはなにか』
• 2021年、防衛省「気候変動ＴＦ」設立
• 2022年、『国家安全保障戦略』で気候変動を安全保障リスクと認識

影響？
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気候安全保障と近接概念

出所）Sekiyama (2020)およびKameyama & Ono (2020)を参考に筆者作



気候安全保障（Climate Security）

「気候変動が遠因の紛争や暴動」から国や社会を守ること

① 気候変動による自然現象が社会経済の混乱を招き、内戦や民族紛争に至る

② 気候変動対策が国家間の対立を煽り、紛争に至る
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見取り図 気候変動が遠因の紛争や暴動
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（本発表の前提）IPCC第6次報告書が描く気候変動
Source) IPCC, 2021
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筆者注）各シナリオの想定
SSP1-1.9：CO2排出量が2050年頃にネットゼロ
SSP1-2.6：CO2排出量が約50年後にネットゼロ
SSP2-4.5：CO2 排出量が微増ののち2050年頃から漸減（現下の実態に近い）
SSP3-7.0：CO2 排出量が 2100 年までに現在の約 2 倍
SSP5-8.5：CO2 排出量が 2050 年までに現在の約 2 倍

Source) IPCC, 2021



（本発表の前提）２℃上昇シナリオの日本

Source)文部科学省及び気象庁「日本の気候変動2020」
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歴史に見る気候と国家盛衰の相関
マヤ文明の衰退と唐の盛衰

Source) Yancheva et al., 2007

古典期マヤ衰退期 古典期マヤ全盛期

唐の全盛期907年唐の滅亡

折 線 の 変 化
南米・カリアコ海盆（青線）
や中国・湖光岩湖（赤線）の
堆積物の分析から、

下降期は乾燥した時期、

上昇期は湿潤になった時期、

と推定される

12⇦年代の流れ

⇦

湿
潤

乾
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歴史に見る気候と国家盛衰の相関
中国歴代王朝の盛衰

夏殷
西
周

東周

秦

漢唐宋明 乱立
時代 折線の変化

中国・湖光岩
の湖底堆積物
分析から、

下降は乾燥期

上昇は湿潤期

と推定される

Source) Yancheva et al., 2007
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資源不足

希少資源（水、土地、食料、鉱物）を巡る競争と対立

（例）

• ダルフール紛争 (De Juan, 2015)

• パレスチナ紛争

しかし

水不足がかえって関係国間協力を促す？(Dinar et al., 2015)

気候変動が紛争に至る経路
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気候移民

気候変動で住処を追われた移住者と先住者の競争と対立

（例）

• バングラデシュ (Petrova, 2021)

• ケニア (Koubi et al., 2021)

・ホンジュラス
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農作物の収穫減
食料・物価危機
気候変動で食に行き詰った人々が紛争に加担

（例）

• インドネシアの稲作 (Caruso et al., 2016)

• サハラ以南アフリカのトウモロシ (Jun, 2017)
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気候インフレ
気候インフレ (climateflation): 気候変動に伴う物価上昇

化石インフレ (fossilflation): 化石燃料依存によるインフレ

脱炭素インフレ (greenflation): 脱炭素投資のインフレ

（例）

• レヴェイヨン事件(1789年) （Smith, 2014）

• バイエルン(19世紀) のライ麦不作（Mehlum et al., 2006）

• アフリカの紛争・暴動（Raleigh et al., 2015; O'Brien, 2012）

• 「アラブの春」（Sternberg, 2012）
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格差の拡大

気候変動が招く経済停滞・貧困が温床となる紛争

（例）

• ニジェール・デルタ解放戦線 (Ubhenin, 2012)

• チャド湖のボコハラム (Rudincová, 2017)
出所）Rudincová (2017)

気候変動が紛争に至る経路
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地政学上の変化

気候変動が招く地政学的な変化が招く紛争

（例）

• 北極圏の海氷融解 (USGCRP, 2017)

• 海面上昇による領土・領海・EEZの消失
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各国・地域の
脆弱性／適応力
気候変動が紛争のリスクをどの程度高めるかは、その国

や地域が持つ脆弱性・適応能力に依存

（例）

• 経済発展レベル (e.g. Ide, et al., 2014)

• 行政能力 (e.g. Koubi, et.al., 2012)

• 政治社会情勢 (e.g. Bueno de Mesquita & Smith, 2017)

気候変動が紛争に至る経路
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気候変動と紛争 相関の程度
気候安全保障のトップ研究者11名の主観的評価（2019年Nature誌）

過去の紛争に影響した要因に関する評価 気候変動による紛争リスクの変化に関する評価

Source) Mach et al., 2019 Source) Mach et al., 2019 22
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気候変動対策に起因する紛争

• エネルギー転換の地政学的影響

• グリーン産業政策が引き起こす対立

• 気候工学が招く対立

24



エネルギー転換
の地政学的影響

エネルギー転換

⇒ 重要資源の種類、産出国、輸送路の変化

⇒ 世界の地政学的勢力図の変化

（例）

• 脱化石燃料の影響

• 重要鉱物を巡る対立

• 再生可能エネルギー潜在力の偏在

• グリーン水素を巡る競争

25
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１．エネルギー安全保障と気候変動対策のシナジー

ウクライナ危機の教訓＝エネルギーを海外に依存するリスク
再生可能エネルギー＝自前のエネルギー源
エネルギー安全保障を考える２つの視点

• 短期の対策／長期の戦略
• 電源／熱源

短期：化石燃料への依存が不可避
長期：再エネ普及がエネルギー安全保障と気候変動対策を両立する道
EU 2030年の再エネ目標引き上げ（一次エネ中40%⇒45%、電力中65%⇒69%）
EU、米国ともに2035年までに電源の100%脱炭素化を目標
日本は？
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２．エネルギー転換による地政学的影響
エネルギー転換⇒必要な戦略資源の種類と産出国が変化⇒地政学的勢力図が変化

Source) DNV. (2021). ENERGY TRANSITION OUTLOOK  2021.

世界の一次エネルギー供給構成の予測世界の電源構成の予測
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2. (i) 脱化石燃料の影響
脱化石燃料で不安定化が懸念される国

・化石燃料輸出の対 GDP 比が大きく、
・一人当たり GDP が低く、
・財政的余力が乏しい国

e.g. リビア、アンゴラ、コンゴ共和国、南スーダン

南ｽｰﾀﾞﾝ

アンゴラ

コンゴ

リビア
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2. (i) 脱化石燃料の影響

Source of historical data) Statista
2050・・・・

５０％以上？
世界の石油供給に占めるOPECのシェア

世界の石油供給に占めるOPECのシェアは上昇？
（IEA予測：2020年 37％⇒2050年 50%以上）

29



2. (i) 脱化石燃料の影響
産油国と産ガス国の力関係が変化？

世界の天然ガス生産国別シェア(2021） 世界の原油生産国別シェア(2021）

Source) bp. (2022). Statistical Review of World Energy. 30



2. (ii) レアメタル・レアアースをめぐる対立
脱炭素に必要な戦略資源の供給は政治外交的道具となりうる
19世紀：石炭と英国、20世紀：石油と米国、21世紀：レアアースと中国？

Source) USGS. (2022). Mineral Commodity Summaries.

世界のレアアース生産国別シェア(2021）
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2. (iii) 再生可能エネルギー源の偏在
再エネ電力を安価・安定的に供給できない国は国際経済の負け組に
日本の再エネ潜在力は国際的には低レベル

世界の風力発電ポテンシャル（年間平均風力エネルギー密度）

世界の太陽光発電ポテンシャル（年間平均日射量）

Source) Global Wind Atlas.

Source) Global Solar Atlas.
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2. (iv) グリーン水素の競争
グリーン水素に絡む競争が、各国の産業協力や経済力に影響

2050年までに実現可能なグリーン水素の生産能力（US$1.5/kg以下）

（単位：EJ）

Source) IRENA. (2022). Geopolitics of the Energy Transformation.

33
Source) IRENA. (日本経済新聞2023/10/11より転載）



グリーン産業政策
が引き起こす対立

環境保護（気候変動対策）で成長を目指す産業政策

⇒ １．技術や産業を巡る国家間対立

２．自由貿易体制の緊張

（１）炭素国境措置

（２）温室効果ガス排出権取引
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中国のグリーン産業政策
2000年代：産業転換と脆弱性緩和の必要性を認識
• 省エネ／再生エネの普及促進を強化 ＝ 気候変動対策＋産業政策

• 2007以降、省エネと環境保護の目標達成度を地方幹部の共産党人事評価に組み込み

⇒ 再生エネ導入加速、先進国からの技術移転にも関心UP

太陽光発電導入量 国別シェアの推移 風力発電導入量 国別シェアの推移

出所）Our World in Dataより筆者作成 出所）Our World in Dataより筆者作成
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グリーン産業めぐる米中の協力と対立
オバマ民主党政権：米中協力進展も、議会圧力の影

米中協力

• 2010「米中クリーンエネルギー研究センター」立ち上げ

• 2013「米中気候変動ワーキンググループ」立ち上げ

• 2013 HFC削減に関する首脳合意

• 2014「気候変動とクリーンエネルギーに関する共同声明」

• 2015「気候変動に関する共同首脳声明」

上院共和党の圧力

• 2009  気候政策法案（ケリー=ボクサー法案）廃案

• 2012  中国製太陽光発電セルや関連製品に反ダンピング関税

環境保護に積極的な大統領でも、それを維持実行することは、利益団体や議会の圧力のため簡単でない
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気候工学が招く対立

工学的な手法による気候への働きかけ

（太陽放射管理、二酸化炭素除去）

＝排出削減の代替策（「プランB」）（Corry, 2017）

⇒ １．利害対立（e.g. Maas & Comardicea 2013）

２．意図的な悪用（e.g. Lin, 2015）

３．予期せぬ副作用（e.g. Nightingale and Cairns, 2014）

４．ガバナンスを巡る対立（費用負担、スイッチ権）

（Schelling, 1996; Keith & Dowlatabadi,1992）
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インド太平洋の主な気候安全保障リスク

気候移民／気候難民

海面上昇や気象条件変化

⇒ 移民・難民発生 ⇒ 移動先で対立

- 中国１億700万人、インド4400万人、ベトナム3800万人、

インドネシア2600万人が気候変動の脅威に直面

- バングラデシュでは、2050年までに最大2000万人が移民・難民化

豪雨／洪水

気温上昇 ⇒ 海水蒸発増加

⇒ 豪雨・台風激甚化 ⇒ 暴動・紛争を誘発

39

(Rigaud, 2018; 
Smith, et al., 2017)



Source）IMDC GRID 2023

インド太平洋は暴風・洪水に脆弱な地域

激甚化する暴風・洪水による気候難民

世界の避難民発生数 (2022年) 避難民の災害別割合 (2013-2022)

インド太平洋の主な気候安全保障リスク

Source）IMDC GRID 2023より筆者作成

紛争 & 自然災害



インド太平洋の主な気候安全保障リスク

領土・領海・EEZ
-海水温上昇と海洋酸性化

⇒ 漁業資源の回遊ルート変化／死滅

⇒ 漁場（領海・EEZ）を巡る争い

- 海面上昇

⇒ 島嶼・沿岸域の水没

⇒ 領海・EEZの喪失
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沖ノ鳥島とＥＥＺ

海面上昇により沖ノ鳥島が満潮時
でも海面下に隠れるようになると、
国連海洋法条約上の「島」と認め
られなくなり、日本の国土面積
（約38万平方km）を上回るEEZ
（約40万平方km）が失われる。

出所）海上保安庁HP

インド太平洋の主な気候安全保障リスク

出所）東京都総務局HP

沖ノ鳥島全景と東小島・北小島



インド太平洋の主な気候安全保障リスク

地政学的影響

脱炭素による資源・技術優位性の変化

⇒ 主たるシーレーンの重要性変化

北極圏の海氷融解

⇒ 北極海の資源と航路を巡る緊張
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シーレーンの重要性変化

インド太平洋の主な気候安全保障リスク

Source）筆者作成



北極海での勢力争い ロシア
- 北極海航路通過に事前許可要求
- コラ半島に主要な海軍北方艦隊基地
中国

- 北極海航路を「氷のシルクロード」とし、
経済利益と影響力の確保に関心

米国
- バレンツ海で欧州諸国との合同海軍演習
- 北極圏の脅威として中国とロシアを批判

北極協議会（Arctic Council）
- 北極の持続可能な開発等に関する協力促進

を目的としたハイレベル・フォーラム
【常任メンバー】北極8国
カナダ、デンマーク、フィンランド、アイスランド、
ノルウェー、ロシア、スウェーデン、米国

【オブザーバー】13か国、その他NGO等

フランス、ドイツ、ポーランド、スペイン、
オランダ、英国、日本、中国、インド、イタ
リア、韓国、シンガポール、スイスSource) CraftMAP

日
本

ロシア

北極海

中国

米国

コラ半島

北極海航路

インド太平洋の主な気候安全保障リスク



中国に絡む気候安全保障リスク

中国の気候安全保障リスクを考えるポイントは水資源

中国には世界人口の約2割に対し、世界の7%の淡水しか存在しない。

中国の水資源確保は、近隣諸国との間で緊張を高める。

1. メコン河上流のダム建設をめぐる下流国（ベトナム等）との軋轢

2. ブラマプトラ川を巡る中国、インド、バングラデシュの間の緊張

（中国はタクラマカン砂漠を穀倉地帯に変貌すべくブラマプトラ川上流から
1000キロのトンネルで水を引く計画）

3. 人工降雨プロジェクト

（「天河（スカイリバー）工程」：スペイン国土面積の3倍に相当する160 万
平方キロメートルの土地に年間100億トンの雨を降らせる計画）

インド太平洋の主な気候安全保障リスク



中国の気候変動対策

 中国は2021年来のエネルギー不足に対処するため短期的に石炭使用と温室効
果ガス排出量を増やしているが、3060目標の達成に向けた習主席のコミット
メントに変わりはない。

 中国の脱炭素政策は2007年以来進めてきたグリーン発展に深く根差したもの。

経済成長の足枷となるような拙速な石炭使用の停止やエネルギー転換を戒め
ることはあっても、脱炭素によるグリーン発展の方針は習政権の3期目に引き
続き受け継がれると思われる。

 習主席の政権3期目でもこのままエネルギー転換政策が着実に進められれば、
中国の二酸化炭素排出量は2030年を待たず2025年ごろにはピークに達し、気
候変動対策の国際約束（NDC）の目標達成も十分可能。

 中国が予想どおりに脱炭素目標を前倒しで達成したり、目標を引き上げたり
することになれば、気候変動対策の国際交渉における中国の立場は向上。

 米中対立が進む中、気候変動対策は数少ない協力可能な分野であるとの見方
もあるが、むしろ気候変動対策すら米中の主導権争いの場となりかねない。

 ひるがえって日本は、脱炭素を経済発展の契機とし、エネルギー転換を進め
て、世界の気候変動対策を牽引するような立場になれるだろうか。

（注）中国の温室効果ガス排出量の過去（赤）と予測（ピンク）、
およびパリ協定の下での国別貢献（NDC）の個別目標達成による
排出量推定値との比較。
（出典）Lui, S. (2022). Why China is set to significantly overachieve 
its 2030 climate goals. Carbon Brief.
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発表内容

• 気候安全保障とは何か

• 歴史に見る気候と国家盛衰の相関

• 気候変動による自然現象に起因する紛争

• 気候変動対策に起因する紛争

• インド太平洋の気候安全保障リスク

• 気候安全保障リスクの回避策
発行元 日本経済新聞出版

48



気候安全保障リスク回避に
向けた日本政府への提言気候変動が紛争に至る経路

気候変動対策協力

温室効果ガス削減による気候変動対策の推進

アジア諸国の気候変動適応力向上支援

地域諸国の脆弱性低減・適応力向上支援

気候変動に関する包括的政策対話

中国など近隣諸国と気候変動関連問題を包括的に話し合

うハイレベル政策対話

 「低潮高地」等をめぐる国際ルール形成主導

（例：沖ノ鳥島）
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日本企業にとっての気候安全保障リスク

１．アジア新興国のカントリーリスク増大、サプライチェーンの寸断

２．再生可能エネルギー国際競争において不利な日本の立地

リスクを視野に入れた投資戦略が必要？
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気候変動は
「脅威の乗数」

リスク管理の要諦は

最悪シナリオへの備え

日本も例外であるはずはない
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